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１．研究計画の概要 

本研究では、小中一貫教育における４－３

－２学年制が児童生徒の学力および態度形

成にどのような影響を及ぼすかを明らかに

することが目的である。具体的には、次の４

点を課題とする。 

(1)発達の連続性をふまえた学年制のあり方 

(2)日本における小中一貫教育の事例研究 

(3)４－３－２学年制教育の実際 

(4)小中一貫校に在籍する教員と生徒の意識 

 
２．研究の進捗状況 

 上記課題に即して述べると、(1)について

は、初等・中等教育段階において、どのよう

な学年制が考えられるか、文献資料および学

校での調査を行った。その結果、日本の小中

一貫教育では４－３－２学年制が多い一方、

それ以外の学年制を採用している地域もあ

った。 

(2)については、毎年行われている「小中

一貫教育全国協議会」や三鷹市、呉市、大阪

市等の学校公開に参加し、各地の担当者に対

する聞き取りおよび資料収集を行った。小学

校５・６年生において教科担任制を実施する

等、共通点も多い一方、施設一体型の一貫校

を設置する地域と隣接する小中学校間の連

携を中心とする地域とでは、教育内容が異な

ることが明らかになった。 

(3)については、品川区内の小中一貫校を

定期的に訪問しながら、1)交流活動、2)学校

行事・集会、3)授業場面について、カリキュ

ラムおよび実践の記録を収集した。それらを

通じて、上級生と下級生との交流がさかんに

なり、それは児童・生徒の意識にも影響を及

ぼしていることを明らかにした。また授業観

察を通じて、これまで中学校で教えてきた教

師が小学生を担当する授業について録画し

授業記録を作成の上、その特徴を分析してい

る。 

(4)については、これまで、1)小中一貫校の

教員に対するインタビュー調査、2)児童・生

徒に対するアンケート調査、3)異校種に派遣

された教師に対するアンケート調査を行っ

た。それらを通じて、小中一貫教育に関わる

児童・生徒および教師の特徴について考察を

進めている。 
 
 



３．現在までの達成度 

②おおむね順調に進展している 

品川区をはじめ、教育委員会および各学校

の全面的な協力の下、調査および授業観察等

において貴重な資料を得ている。これらをい

かに分析するかが課題である。 
 
４．今後の研究の推進方策 

 最終年度に向けて、これまで得られた資料

を整理するとともに、上記の研究課題を総合

的に考察し、小中一貫教育の特色および課題

を明らかにする。また、それらの成果を研究

報告書等の形でまとめたい。 
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